
デジタル化促進補助金 交付要綱 

  

（通則） 

第１条 一般財団法人さっぽろ産業振興財団が実施する、デジタル化促進補助金（以下「補

助金」という。）の交付については、この要綱に定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 本補助金の交付により、さっぽろ連携中枢都市圏に本社を置く中小企業が、自社の

経営課題の解決に向けた IT利活用（ソフトウェア、ハードウェアの導入と、それに付随す

る ITの利活用をスムーズに行うことを目的とした従業員のスキル向上に資する取組など）

を積極的に進めることで、以下に示すような「DX（デジタルトランスフォーメーション）」

を実現し、本市経済の活性化に寄与することを目的とする。 

(1)デジタルデータを活用する環境を整備し、新たな価値やビジネスを創出または展開する。 

 (2)自社の競争力及び成長性、生産性を向上する。 

(3)既存の商品やサービスを改良し、高付加価値化や更なる販路拡大を図る。 

(4)業界及び社会に対して大きな波及効果を与える。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において「IT 産業」とは、総務省が定める日本標準産業分類（平成 25 年

10 月改定）に基づく情報サービス業（分類コード 39）又はインターネット附随サービス

業（分類コード 40）に属する事業をいう。 

２ この要綱において「中小企業者」とは、中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第

2条第 1項各号に掲げる会社及び個人をいう。 

ただし、IT 産業を主たる事業として営むものは、資本金の額又は出資の総額が 3 億円

以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 300人以下の会社及び個人をいう。 

３ この要綱において、「会社」とは、株式会社（特例有限会社を含む）、合名会社、合資会

社、合同会社及び士業法人をいう。 

４ この要綱において「士業法人」とは、監査法人、特許業務法人、弁護士法人、税理士法

人、司法書士法人、社会保険労務士法人、土地家屋調査士法人、及び行政書士法人をいう。 

５ この要綱において「市内中小 IT 企業者」とは、札幌市内に本社を有し、IT 産業を事業

として営む中小企業者をいう。 

ただし、発行済株式の総数又は出資金額の 2分の 1以上を同一の大企業（中小企業者以

外の企業）が所有している中小企業者、発行済株式の総数又は出資金額の 3分の 2以上を

大企業が所有している中小企業者及び大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数

の 2分の 1以上を占めている中小企業者を除く。 

６ この要綱において、「市内等中小企業者」とは、さっぽろ連携中枢都市圏に本社を有する

中小企業者をいう。 

ただし、発行済株式の総数又は出資金額の 2分の 1以上を同一の大企業（中小企業者以

外の企業）が所有している中小企業者、発行済株式の総数又は出資金額の 3分の 2以上を

大企業が所有している中小企業者及び大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の

2分の 1以上を占めている中小企業者を除く。 

７ この要綱において「企業グループ」とは、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

(1)  2以上の中小企業者等により構成されるグループであって、事業の実施に関する協定

を締結している、又は、運営規約に基づく事務処理体制を確立している等、グループの

存続性から財団が実施主体として認めるものであり、且つ、中核的役割を担う代表企業



及び総構成員の３分の２以上が市内等中小企業者に該当するもの。 

(2) 中小企業団体の組織に関する法律（昭和 32年法律第 185号）第 3条第 1 項に定める事

業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、企業組合、協業組合、商工組合及び商

工組合連合会であって、総組合員の 3分の 2以上が市内等中小企業者に該当するもの。 

８ この要綱において「その他の法人」とは、以下に示すものとする。 

(1) さっぽろ連携中枢都市圏に本社を有する、医療法人及び社会福祉法人並びに、医業ま

たは社会福祉事業を主たる事業とする財団法人または社団法人であって、常時使用する

従業員の数が 300人以下の法人をいう。 

(2) 常時使用する従業員の数が 300 人（小売業を営む者にあっては 50 人、卸売業又はサ

ービス業を営む者にあっては 100人）以下の特定非営利活動法人（特定非営利活動促進

法（平成 10年法律第 7 号）第 2条第 2項の規定による。）。 

 

（補助対象事業） 

第４条 この要綱による補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）とは、

さっぽろ連携中枢都市圏に本社を置く中小企業が、第 2 条に示した事項を達成する IT 利

活用の取組に係る事業とする。 

なお、別表 1 に示す事業や、社会常識上及び倫理上好ましくない事業（公序良俗に反す

る、犯罪的行為もしくはそれに結び付くまたは引き起こす、など）については補助対象事

業としないものとする。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は、次の各号に示すものとする。 

(1)市内等中小企業者およびその企業グループが補助対象事業の実施において、事業実施期

間内に発生する別表 2 に掲げる費用のうち「設備備品費と事業費」を市内中小 IT 企業

者に対して支払う経費であって、理事長が必要かつ適当と認める経費とする。 

(2)前号の費用が発生することを前提として、市内等中小企業者が、別表 2に掲げる費用の

うち「人材育成関連費」を、自社を含まない会社や個人に対して支払う経費であって、

理事長が必要かつ適当と認める経費とする。 

(3)設備備品費の総額が、補助対象事業の総額の 50%を超過した場合には、超過した額を補

助対象として認めないものとする。 

(4)人材育成関連費の総額が、補助対象事業の総額の 50%を超過した場合には、超過した額

を補助対象として認めないものとする。 

(5)企業グループが補助対象事業を実施する場合、企業グループ内に対して支払う全ての経

費は補助対象としない。 

 

（補助対象者） 

第６条 この要綱により補助を受けることのできる者（以下「補助対象者」という。）は、第

4 条に定めた事業を行う第 3 条で定めた市内等中小企業者、企業グループ、その他の法人

とする。 

なお、別表 1 に示す事業や、社会常識上及び倫理上好ましくない事業（公序良俗に反す

る、犯罪的行為もしくはそれに結び付くまたは引き起こす、など）を行っている者は除く。 

 

（補助対象期間） 

第７条 補助対象事業は、原則として、当該事業に着手した日の属する年度内、かつ、理事

長が別に定める期日までに取り組みが終了する事業とする。 



 

（補助率等） 

第８条 補助金は、補助対象経費の 2分の 1以内で、300万円を限度として、予算の範囲内

で交付するものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第９条 この要綱による補助を受けようとする者（企業グループの場合は、構成員のうちか

ら選定された代表企業の代表者。）は、次の各号に定めるところにより、交付申請を行うも

のとする。 

(1) 理事長が別に定める期間内に、補助金交付申請書（様式 1）、事業計画書（様式 2）及

び企業・団体概要（様式 3）に必要な書類を添えて、理事長に提出しなければならない。 

(2) 補助対象事業について他の助成制度（補助金、委託費）等による財政的支援を受けて

いる、又は受ける予定である者は、交付申請を行うことができない。 

(3) 第 10 条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、その後、同一年度内において交付申請を行うことができない。 

(4) 補助事業者になった者は、その翌年度は同一の事業について交付申請を行うことがで

きない。 

(5) 2 か年度連続で補助事業者となった者は、その翌年度は交付申請を行うことができな

い。 

 

（補助金の交付決定） 

第 10条 理事長は、前条の申請があった場合には、速やかに第 20条に規定する「デジタル

化促進補助金審査委員会」に付議し、その意見を聞いたうえで、補助金の交付決定の可否

を決定するものとする。 

２ 理事長は、前項の規定により補助金の交付について決定したときは、補助金交付（不交

付）決定通知書（様式 4）により、申請者に通知するものとする。 

 

（計画変更の承認等） 

第 11条 補助事業者は、次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、あらかじめ計画変更

承認申請書（様式 5）を理事長に提出し、その承認を受けなければならない。 

(1) 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の全

部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとするとき。 

(2) 別表に定めた補助事業の経費区分ごとに配分額を変更しようとするとき。ただし、補

助対象経費の総額の 20 パーセント以内の流用増減の場合はこの限りではないが、第 5

条第 3号及び第 4号を満たせない場合は、理事長への計画変更承認申請の提出及びその

承認を受けなければならない。 

(3) 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、次に掲げる軽微な変更を除く。 

ア 補助目的に変更をもたらすものではなく、かつ、補助事業者の自由な創意により、

より効率的な補助目的達成に資するものと考えられる場合 

イ 補助目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更である場合 

(4) 補助事業を予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき。 

２ 理事長は、前項の申請があった場合には、速やかにその内容を審査し、その計画変更が

やむを得ないものと認めるときは、計画変更承認（不承認）通知書（様式 6）により、補助

事業者に通知するものとする。 

３ 計画の変更に伴い、補助対象経費が増額となった場合でも、第 10 条において決定した



補助金の額は変更しないものとする。 

４ 計画の変更に伴い、補助対象経費が減額した場合は、減額後の補助対象経費の 2 分の 1

を補助金の額とする。 

 

（実績報告） 

第 12条 補助事業者は、補助事業が完了（第 11条の規定による中止の承認を受けたときを

含む。）したときは、その日から 30日以内又は理事長が別に定める期日までのいずれか早

い日までに、事業完了報告書（様式 7）、事業実績報告書（様式 8）に必要な書類を添えて、

理事長に提出しなければならない。 

 

（補助金確定額の通知） 

第 13条 理事長は、前条の報告を受けた場合には、速やかにその内容を審査し、適正である

と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、その旨を補助金確定額通知書（様式 9）

により、補助事業者に通知するものとする。 

２ 内容の審査の結果、補助対象経費が増額となった場合でも、第 10 条において決定した

補助金の額は変更しないものとする。 

３ 内容の審査の結果、補助対象経費が減額した場合には、減額後の補助対象経費の 2分の

1を補助金の額とする。 

 

（補助金の交付） 

第 14条 補助金は、前条の通知後、請求により交付する。 

 

（補助金の交付決定の取り消し） 

第 15 条 理事長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する行為をした場合等には、

補助事業者に対してその理由を示したうえで、補助金交付決定の全部又は一部を取り消し、

既に交付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

(1) 法令若しくは本要綱に基づく理事長の処分若しくは指示に違反した場合 

(2) 補助金申請又は補助事業において、不正、虚偽、その他不適正な行いがあった場合 

(3) 補助金の交付決定後に、補助事業と同様の事業において他の助成制度（補助金、委託

費等）による財政的支援を受けた場合 

(4) 前各号の規定のほか、理事長が補助金の交付について不適当と認める場合 

２ 理事長は、前項の規定による取り消しをした場合において、すでに当該取り消しに係る

部分に対する補助金を交付している時は、期限を付して、当該補助金の全部又は一部の返

還を命ずることができる。 

３ 理事長は、前項の返還を命ずる場合には、その命令に係る補助金の受領の日から納付の

日までの日数に応じて、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法

律第 179号）における加算金及び延滞金についての規定に準じた年利で計算した加算金の

納付を併せて命ずるものとする。 

 

（帳簿等の整備） 

第 16 条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を整備し、補助

事業の完了した日の属する年度の翌年度から起算して 5年間、これを保存しなければなら

ない。 

 

（財産の管理） 



第 17 条 補助事業者は、補助金により取得し、又は効用が増加した財産（以下「取得財産

等」という。）については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管

理し、補助金交付の目的に従って、効率的に運用しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第 18条 補助事業者は、取得財産等のうち、取得価格又は効用の増加価格が単価 50万円以

上の機械装置、備品及びその他の財産を、理事長の承認を受けないで、補助金等の交付の

目的に反して処分してはならない。ただし、補助事業の完了した日の属する会計年度終了

後 5年を経過する日を超えた場合はこの限りでない。 

２ 補助事業者は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）

で定める耐用年数を経過するまでは、取得財産等を他の用途に使用し、他の者に貸し付け、

若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は債務の担保に供しようとする（以下「取得財

産の処分」という。）ときは、あらかじめ理事長の承認を受けなければならない。 

３ 理事長は、前項の規定により、補助事業者が取得財産の処分をすることにより収入があ

るときは、その収入の全部又は一部を納付させることができる。 

 

（事業成果の公表・普及） 

第 19 条 補助事業は、原則として一般に公表することとし、理事長が成果普及のための事

業を行うときは、補助事業者はこれに協力しなければならない。 

 

（審査会の設置） 

第 20条 第 10条第 1 項によりその権限に属する事項を審議するため、デジタル化促進補助

金審査委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会の組織、運営及び審査方法については、理事長が別に定める。 

 

（その他） 

第 21条 この要綱の実施に関し必要な事項は、事業本部長が定める。 

 

附則 

この要綱は、令和 4年 4 月 5日から施行する。 

 



  

別 表 1 

食事の提供を主目的としないキャバレー、ナイトクラブなどの飲食業 

ゴルフ会員権売買業などの金融業 

保険媒介代理業及び保険サービス業などの保険業 

投機的取引を行っている土地ブローカーなどの不動産業 

もっぱら個人の身元調査等を行う探偵業などの興信所 

風俗関連営業、パチンコホール、競輪・競馬等に係る事業などを行う娯楽業 

モーテルなどの旅館業 

特殊浴場のうち風俗関連営業を行う浴場業 

芸妓周旋を行う民間職業紹介業 

その他（宗教団体、政治・経済・文化団体、非営利的団体（特定非営利活動法人を除く）、

公務、集金業、取立業、学校法人など） 

 

別 表 2 

経費区分 補助対象経費 

設備備品費 

 

１ ハードウェア購入費及び使用料 

２ ソフトウェア購入費（※）及び使用料 

（※）一般に市販されているものであり、他に流用可能で、汎用性の

高いもの（例：オペレーティングシステム（OS）ソフト、オフィ

スソフト、データベースソフト、文書・画像・動画などの作成・編

集・加工が可能なアプリケーションソフト、等） 

事業費 ソフトウェア開発委託費（当該事業遂行のために必要とするもの） 

人材育成関連費 申請する企業の従業員を対象に、本申請で導入するシステム（ハー

ドウェア、ソフトウェア）の利用をスムーズに行うことを目的とし

た、デジタル化、ITの利活用及び DX化に関する知識や技能などを

習得する研修を受講させる費用（研修受講料、講師への報酬など）。

研修とは、一般的に実施及び開催要項が公開されているもので、且

つ、目標が定められたカリキュラムと教材が存在しているものとす

る。なお、自社内で完結（自社で製作したカリキュラムで研修を実

施）するものは含まない。 

 


